
事務事業評価シート（総括表）

事務事業 08 成年後見制度の利用促進

章 1 健康でおもいやりのあるまち

大項目 02 地域とともに育む福祉社会づくり

施策 01 きめこまやかな総合的福祉の推進

事業内容

目的
　認知症高齢者、知的障害者等が判断能力の低下によって自らの財産管理や日常生活を営むことが困難と
なった場合に、地域で安心して生活を継続できるように、成年後見制度の積極的な活用を図れる体制をつ
くります。

対象・手段
　新宿区社会福祉協議会に成年後見センターを設置し、成年後見制度の利用に関わる人を支援していきま
す。

成果（事業が意図する成果）

　後見人の担い手の裾野の拡大、孤立の防止及び関係者等による横断的な連携が図れるとともに、制度の利
用を必要とする人の把握や、後見人業務以外での地域でのサポート体制が構築されます。その結果、成年後
見制度のより円滑な活用が行われます。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

成年後見制度推進機関の設置運営
成年後見制度の利用を促進するための機関
を新たに設置運営します。

（ 平成19 ） 年度に

（ 1所 ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① 所 0.00 0.00 0.00 1.00

実績１② 所 0.00 0.00 0.00 1.00

③＝②／① ％ 0.00 0.00 0.00 100.00

目標値２④ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績２⑤ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑥＝⑤／④ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

目標値３⑦ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績３⑧ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑨＝⑧／⑦ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

事業の実施内容

平成18年度
成年後見制度推進機関検討委員会の開催（計７回）、事務処理システムの導入
講演会（１回２００名）、パンフレット作成（１０，０００部）
成年後見・権利擁護相談（管理課実施１１９件・社会福祉協議会実施１５５件）

平成19年度

成年後見センターの開設（平成１９年７月）、成年後見制度推進機関運営委員会の開催（計７回）
地域センターを利用した講演会・出前講座等の開催（計２７回・延べ４７０名参加）
パンフレット作成（２種類・計１１，０００部）
成年後見・権利擁護相談（社会福祉協議会実施５２５件）



部名称 福祉部 課名称 地域福祉課

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 0 0 4,318 29,728

人件費⑪ 千円 0 0 0 0

事務費⑫ 千円 0 0 408 0

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 0

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 0 0 4,726 29,728

受益者負担⑮ 千円 0 0 0 0

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 0 0 4,726 29,728

受益者負担率⑮／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

0 0 0 24,393

特定財源⑱ 0 0 4,726 5,335

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 82.05

職員
常勤職員

人
0.00 0.00 0.00 0.00

非常勤職員 0.00 0.00 0.00 0.00

事業に関する検討課題

　今後、新宿区に登録した社会貢献型後見人養成研修の修了者が円滑に後見業務を行えるよう実務を経験す
る場を提供するとともに、支援体制の充実を図っていく必要があります。

　
　
評
価
基
準
に
基
づ
く
評
価
と
理
由

　
　
　
　
『

3
・
2
・
1
』

の
3
段
階
評
価
で
す
。

達成度 3
　専門家や医師、福祉関係者、行政職員等で構成する成年後見制度推進機関検討委員会
での検討結果に基づき、平成１９年７月に成年後見センターを開設（目標を１００％達
成）しました。

実施の成果 3
　専門家による相談窓口を充実したことにより、申立手続き等のきめ細やかな対応がで
きるようになりました。その結果、相談件数が平成１８年度に比べて２倍（５２５件）
に増加しました。

効率性 3
　成年後見センターでは、専門員による相談窓口を設け、一体的な利用者支援を行って
います。また、認知症等により判断能力が十分でない方のための各種サービスも社会福
祉協議会で提供しており、効果的・効率的に事業が運営されています。

行政の関与 3
　この事業は、新宿区社会福祉協議会に委託して実施しています。認知症等により判断
能力が十分でない方の権利を守る成年後見制度を普及させ、制度の利用推進を図ってい
くことは行政の重要な役割であると考えます。

妥当性 2
　社会福祉協議会の地域福祉権利擁護事業は、成年後見制度との関連性が高く、成年後
見センターの設置は制度の利用促進に有益です。社会福祉協議会に事業を委託して運営
することで、利用者の利便性と信頼を高めることができます。

施策寄与度 2
　相談件数が平成１８年度に比べて２倍（５２５件）に増加しました。成年後見制度の
利用促進を図ることにより、判断能力が低下した場合でも地域で安心して生活できるよ
うになります。このことは、きめこまやかな総合的福祉の推進に寄与しています。

総
合
評
価

　平成１９年度の評価をＢとした理由は、成年後見センターを開設したことによります。
認知症高齢者など成年後見制度を利用する人は増加するものと考えられます。成年後見セ
ンターの相談件数が平成１８年度に比べ２倍に増加（５２５件）したことや出前講座等に
よる広報・啓発活動は、区民の福祉の推進に大きく寄与したものと考えます。
　また、過去３年間の実績ではＢと評価します。予定通り平成１８年度中に成年後見制度
推進機関検討委員会を開催し、新宿区における成年後見制度のあり方について報告書を取
りまとめました。成年後見センターが中心となって、制度を必要とする人を総合的に支援
することは、制度の利用促進に大いに有効であると考えます。

※

Ｂ
過年度評価

18年度 Ｂ
17年度 　
16年度 　
15年度 　

改
革
方
針

　この事業は、成年後見センターにおける運営体制の充実と制度の普及啓発のために、第
一次実行計画の「７成年後見制度の利用促進」に引き継いで取り組んでいきます。なお、
相談件数の増加に伴い、今後、支援活動の強化を図っていきます。
　社会貢献型後見人養成研修の修了者については、現在、地域福祉権利擁護事業の生活支
援員として活動しています。今後は、専門職後見人（司法書士等）の業務補助ができるよ
う関係機関に働きかけていきます。

方向性

※
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拡大
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